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英国議会は、2013 年 4 月「食品雑貨綱領審判官法（Groceries Code 
Adjudicator Act 2013、審判官法という）」を制定した1。同法は、2009 年に競
争委員会が策定し、指定大規模スーパーマーケットに遵守を義務付けた「食品
雑貨サプライ行動綱領（The Groceries Supply Code of Practice, GSCOP とい
う）」2について、その遵守を監視し違反行為のエンフォースメントをおこなう
                                                          
1 Groceries Code Adjudicator Act 2013（2013 c. 19)（www.legislation.gov.uk の HP
より入手）． 


















                                                                                                                                 
Investigation Order 2009（www.oft.gov.uk/の HP より入手）（CC, Order 2009 と
略称）．Groceries の訳語は、2009 年市場調査令における定義に依拠して、「食品雑
貨」と訳した。CC, Order 2009,Part 1,p.3. 
3 参照、小林逸太・スロッティング・アローワンス研究序説：米国の商慣行と競争政
策・東海大學紀要．政治経済学部 38 巻 279 頁（2006）。 
4 豪州には「製造及び食品雑貨業行動綱領（Produce and Grocery Industry Code of 
Conduct）（December 2007）」がある。2000 年 2 月豪州政府は食品雑貨小売業行動
綱領委員会（the Retail Grocery Industry Code of Conduct Committee,費用は産業
界負担）を創設し、食品雑貨小売市場における紛争を解決するためのボランタリー
な行動綱領とオンブズマンを設立するイニシアチブをとらせた（のちに製造業含む）。
2005 年 2 月上記綱領は綱領委員会の合意を得た。2006 年 9 月よりオンブズマンが、
仲裁人から構成されるパネルの監視と管理行うシステムのもと、ボランタリーな仲
裁業務によって紛争解決が図られている。上記行動綱領とオンブズ職の歴史や役割
は www.produceandgrocerycode.com.au の HP によった。 
5 本稿Ⅲ.１．(1) 参照。 





ない場合に、それをおぎなうため 2002 年企業法の市場調査（market 
investigation）の措置が用いられたことである。この市場調査の排除措置と



















                                                          
8 2002 年スーパーマーケット綱領は、以下の 2004 年 OFT 報告書の付属資料に添付
されている。OFT, The supermarkets code of practice, Report on the review of the 
operation of the code of practice in the undertakings given by Tesco, Asda, 
Sainsbury and Safeway to the Secretary of State for Trade and Industry on 18 
December 2001 (Feb. 2004) (OFT697) (www.oft.gov.uk の HP より入手) (OFT, 
Report on the review と略称) Annexe A Undertakings and the supermarkets code 
of practice.本綱領に関しては、杉浦教授の的確な研究がある。杉浦市郎「イギリス
におけるスーパーマーケットのコード・オブ・プラクティス」愛知大学・法経論集 168 

























1999 年 4 月公正取引庁（The Office of Fair Trading, OFT という）は、スーパー
マーケットの利益率にかかわる 8 か月の調査に続いて、競争委員会にたいし食品
雑貨業界のスーパーマーケットの調査を付託（「独占付託」）した9。委員会は 2000
                                                          
9 Antony Seely, Supermarkets: competition inquiries into the groceries market 











引法 88 条の規定するところによる11。 
スーパーマーケット綱領は、競争委員会の勧告の内容に一部変更を加え、
2002 年 3 月 17 日発効した（2001 年 11 月 1 日の契約から適用）12。スーパー
マーケット綱領にたいする批判はその施行以前から政府部内で存在したが13、
                                                                                                                                 
の「独占付託（monopoly reference）」は、特定のスーパーマーケットによる連合王
国内（後に英国内に変更）における食品雑貨の供給にかかわる独占状況の存在やそ
の可能性の問題について、公正取引法 10 条、47 条、49 条，50 条，52 条 1 項にも
とづき OFT 長官によりなされた。OFT,Report on the review（前掲注 8 参照）．
Annexes A,p.32. 1973 年公正取引法 [Fair Trading Act 1973(1973 c. 41)] は、
wwwlegislation.gov.uk/ukpga/1973/41 の HP を参照した。 
10 CC, Supermarkets, 2000, para.1.10-1.11, OFT, Report on the review（前掲注 8 参
照），para.2.1. 2000 年報告書については、後掲Ⅳ.１.の説明を参照。 
11 OFT, Report on the review（前掲注 8 参照），para.1.1. 競争委員会の報告において、
食品雑貨の小売業の市場について 8％の国内買入れ量となる特定スーパーマーケッ
トは、OFT 長官の承認を経た綱領を遵守する誓約を、閣内大臣にたいしてなすこと
を求められていた。CC, Supermarkets, 2000（前掲注 8 参照），para. 2.590, 2.597 
12 OFT, Supermarkets: The code of practice and other competition issues (March 





事実を基礎にした紛争解決を指向したためである。Ibid, para. 2.3. なお、後掲注
15 参照。 
13 2002 年 1 月に、政府が任命した農業及び食品に関する政策委員会（the Policy 
Commission on the Future of Farming and Food）は、綱領の紛争解決の手段が OFT
により再検討されるべきこと政府に勧告していた。Report of the Policy Commission 













                                                                                                                                 
応答中の記述に依った。Response to the Report of the Policy Commission on the 
Future of Farming and Food by HM Government (the Secretary of State for 
Environment, Food and Rural Affairs) (Dec. 2005) (Cm 5709) 
(http://archive.defra.gov.uk/foodfarm/policy/sustainfarmfood/documents/policyco
m-response.pdf) (Cm 5709 と略称) p.6. 




いて問題が生じうることが指摘されていた。OFT other competition issues（前掲注





知ある場合（16 条）。OFT,Report on the review（前掲注 8 参照），pp38-41（前掲
注 8 参照）． 
16 OFT, Report on the review（前掲注 8 参照），para.2.4, 2.5, 2.6. 綱領違反にかかわ





























                                                                                                                                 









18 OFT, other competition issues（前掲注 12 参照），para.3.14,3.15. 聞き取りは 500
例のス―パー／供給業者間の関係についておこなわれた。同様の関係すべてのうち、
ほぼ 5％のサンプリングになる。Ibid,para.3.7. 
19 OFT, other competition issues（前掲注 12 参照），para.3.18. 「恐れの風潮」につ
いては、本稿前掲「はじめに」の 2）を参照。 















年 10 月、コンビニエンス協会（the Association of Convenience Stores）が競
争控訴審判所（the Competition Appeals Tribunal, CAT という）に異議の申
し立て手続きをした。CAT が OFT の決定にたいし判断をする前に、OFT は
2005 年 8 月の結論を自ら覆し、2006 年 6 月までに市場調査の付託の決定につ
いて最終判断をするとの新たな声明を公表した。CAT は事案を差し戻す決定に
                                                                                                                                 
文言を利用して自己の有利に取引を進めており、さらにこのことも原因となり、供
給業者の紛争処理の申し立てを封じ込めているとする。また PKF の聞き取り結果も
この問題を免れないとみなしている。Ibid,para.3.22. 後掲の注 255 のⅱ)を参照。 
21 OFT, Supermarkets: The code of practice and other competition issues 
Conclusions (August 2005) (OFT807) (www.oft.gov.uk の HP より入手), para. 2.1, 
3.3-4.（OFT, Conclusions と略称） 
22 OFT は、2004 年の前記定期報告書以来寄せられたスーパーマーケット綱領を改定、
強化すべしとのパブリックコメントにたいし、その必要性を認めなかったことは、
この時点において綱領の改定に求められる競争委員会への付託をすべき格別の根拠
をみいださなかったことになる。OFT, other competition issues（前掲注 12 参照), 
para.4.3（綱領を改定すべしとのパブリックコメントについて、OFT は、2002 年企
業法 131 条にもとづきその必要性にかかわる根拠を検討している），OFT, 
Conclusions（前掲注 21 参照），para. 2.1（OFT はオンブズマンや綱領規制の機関
を創設する必要は認めない），3.1（競争委員会の 2000 年報告書や 2003 年合併報告
書は、供給業者が大方、スーパーとの関係に満足していることを述べている），4.6
（その他、反競争的効果が新しく問題になる状況にはない），Seely, SN03653（前掲




















                                                          
23 OFT は、最初に市場調査の付託を決定できる 2004 年 11 月より、調査の前記結論を
公表した 05 年 8 月まで 9 か月を要した。このように長い判断過程とさらに最終決定
が遅延している状況を鑑みて、CAT は決定の遅延を以下のように批判する。すなわ
ち、企業法 131 条 1 項にいう反競争的効果が存する市場の特徴（の結合）が存する
と「疑われる合理的な根拠」を判断するのに要する期間であるのか疑問とする。The 
Association of Convenience Stores v Office of Fair Trading [2005] CAT 36, Case 
Number 1052/6/1/05, 1 November 2005, para.7（全面的な市場調査をおこなうのは
競争委員会であって、OFT ではない）．以上の CAT に提訴された経緯については以
下を参照。Seely, SN03653（前掲注 9 参照），p.10-11. 
24 下院（House of Commons）図書部「ビジネス・輸送課」の図書館員であるゼーリ
イによる審判官法制定の過程を扱った報告書の記述による。Seely, SN03653（前掲
注 9 参照），p.6（ガーディアン紙のニュース記事による。自民党（The Liberal 
Democrats）は、OFT による報告書の付託をしない判断を不名誉なものとする），
p.12（他方で、2005 年 12 月エネルギー省大臣は、不公正、反競争的ないし違法な
行為が存しない限り規制機関が介入することは英国のビジネスの競争力を損ねると
述べた）． 
25 OFT, Grocery market；Proposed decision to make a market investigation reference 
















2006 年 6 月、市場調査の付託を OTF から受け委員会は「問題点の声明（issue 
statement）」を公表し市場調査を開始した28。 




                                                          
26 OFT, Grocery market（前掲注 25 参照），para.6.3, 6.4, 6.5. OFT は、これまでの自
らの調査等から、4 大スーパーよりも他の買い手グループや卸業者が高い価格で購
入を余儀なくされる証拠があり、また 2000 年調査時よりもその価格格差が増してい
る証拠も存するという。OFT, Grocery market（前掲注 25 参照），para. 6.23. 





において、おこなわれることを確認している。Competition Commission, Groceries 





2008 年 4 月 30 日、委員会は最終報告書を公表した。GSCOP の制定とオン
ブズマンの創設を勧告する報告書の内容につてはⅣ.２.に詳述する。 
2009 年 2 月委員会は、新行動綱領の草案を公表し、さらに綱領を規制する
オンブズマンをス―パー側が自主的に創設することに同意を求めた30。 









                                                          
29 Competition Commission, News Release 05/08, Groceries market investigation- 
provisional decision on remedies, para.19 (www.competition-commission.org.uk/
の HP より入手). 
30 Competition Commission News Release CC publishes Code of Practice Order 
08/09 (26 Feb. 2009) ( www.competition-commission.org.uk/の HP より入手). 
31 Competition Commission, News Release Consults on Ombudsman Plan 20/09 (28 
April 2009) ( www.competition-commission.org.uk/の HP より入手)． 
32 CC, Order 2009（前掲注 2 参照）． 
33 Competition Commission, News Release (36/09), CC Publishes Code of Practices 
and Ombudsman Recommendation (4 Aug. 2009) ( www.competition-commission. 
org.uk/の HP より入手). 本命令は 2002 年企業法（Enterprise Act 2002）の市場調
査の規定にもとづき、市場調査の付託にたいする報告（同法 136 条）において触れ
られた反競争的効果の排除措置（同法 138 条 2 項）として命じられたものであり、
かかる措置自体が企業法の規定するエンフォースメントであるため、議会の審理手
続きを要する法律上の手段ではない。 
Antony Seely, Groceries Code Adjudicator Bill[HL]Bill 62 of 2012-13,Research 
Paper 12/44(www.parliament.uk/briefing-papers/RP12-44.pdf)(Seely, Research 
Paper 12/44 と略称),para.1.1 note 11. 競争委員会の決定した市場調査の排除措置
にかかわる実施の細則は以下に規定されている。General Advice and Information 
CC4 (March 2006), (www.competition-commission.org.uk の HP より入手). 
 2002 年企業法（Enterprise Act 2002）(2002 c. 40)は、www.legislation.gov.uk の
12 
2010 年 1 月、労働党政権はオンブズマン創設のためパブリックコメント募
集の手続きを取ることを約束し34、翌月に正式にその手続きを取った後に35、総
選挙のため草案提出の準備は中断した。そののち、2010 年 5 月保守党自民党
連立合意は、OFT 内にオンブズマンを創設することを規定した36。 
2010 年 2 月 4 日、GSCOP が発効した37。 
 
３）審判官法の制定 
2010 年 8 月、上記パブリックコメントの募集にたいする回答結果のまとめ
とそれにたいする政府の応答が公表された38。 
                                                                                                                                 
HP より入手。 
34 Antony Seely, Supermarkets : the Groceries Code Adjudicator; Standard Note: 
SN6124 (www.parliament.uk の HP より入手)．（Seely, SN6124 と略称)，p.3. 
35 Antony Seely,SN6124（前掲注 34 参照），p.3-4.募集されたパブリックコメントは、







36 Seely, SN6124（前掲注 34 参照）p.1. 
37 Research Paper 12/44（前掲注 33 参照），p.6. 
38 Department for Business, Innovation and Skills, Taking forward the 
establishment of a body to monitor and enforce compliance with the groceries 
supply code of practice (GSCOP): The Groceries Code Adjudicator. Government 
response to the consultation. (3 August 2010) (www.gov.uk の HP より入手) (BIS, 




トの公表等。Ibid, para. 4.2-4. 
２）違反情報の提供ができる者の範囲、 
直接又は間接の供給業者（英国内外）、事業者団体、NGO 等その事業に直接影
響の及ぶ者。Ibid, para. 4.47. 
３）当該機関に就任しえる者 
OFT 内に設置され、OFT の執行から独立性を有し、自律的に職務を遂行する




2011 年 5 月政府は、議会における法案提出前審査（pre-legislative scrutiny）




年 5 月に、全国農民同盟（National Farmer's Union）等の関係団体からの意
見聴取を踏まえ、草案について環境委員会による法案提出前審査における意見








2012 年 5 月政府は、上院（House of Lords）に 2012－13 年会期の当初議案








きとする。Ibid, para. 4.54. 
39 Draft Groceries Code Adjudicator Bill（後掲注 51 参照）p.10-45.See, BIS, 
Government’s policy 2012（後掲注 57 参照），para. 1.7. 
40 Antony Seely, SN6124（前掲注 34 参照），p.11. House of Commons, Ninth Report 
（後掲注 52 参照），p.3. 
41 環境委員会の委員長書簡は、産業委員会の最終報告書の付録として添付されている。
Letter from EFRA（後掲注 63 参照）， House of Commons, Ninth Report（後掲注
53 参照），para.10（産業委員会の審議において、環境委員会の上記書簡が参照され
た。意見の大きな相違はこれら委員会の間に存しない）． 
42 Government Response, 2011（後掲注 55 参照），p.3. 
43 Antony Seely, SN6124（前掲注 34 参照），p.15-16. 
14 
として、綱領審判官法案を提出した44。 
上院は第 1、第 2 読会の後、Grand Committee の 2 日間の議論を経て、Report 
stage（（2012 年 7 月 16 日）と第 3 読会の審議（2012 年 7 月 24 日）を、法案
の実質的な修正なく終了した45。 
下院審議は 2012 年 9 月 3 日と 11 月 19 日の第 1、第 2 読会の後、12 月 11
日 13 日 18 日に公法案委員会（Public Bill Committee）の審議を経て、Report 
stage と第 3 読会の審議（双方とも 2013 年 2 月 26 日）を終了した。英国議会
における審判官法の草案と法案の審議について、その主要な論点は次の２．に
おいて紹介、検討する。 
国王の裁可（royal assent）は 2013 年 4 月 25 日である46。 
2013 年 2 月 27 日下院産業委員会において、政府が推薦する審判官候補者
Christine Tacon にたいする任命前聴聞（pre-appointment hearings）がおこ
なわれた47。 
2013 年 6 月 25 日「2013 年食品雑貨行動綱領審判官法」が施行され、審判
官制が創設された48。 
2013 年 12 月 18 日、審判官法にもとづき、綱領審判官の「調査及びエンフォー
スメント機能に関する法令ガイドライン」が公表された49。 
                                                          
44 Groceries Code Adjudicator Bill, EXPLANATORY NOTES, [HL], HL Bill2  55/2
（Adjudicator Bill と略称）(www.publications.parliament.uk/pa/bills/lbill/2012- 
2013/0002/2013002.pdf), See,BIS,Government’s policy 2012（後掲注 57 参照），p.5. 
45 Antony Seely, Research Paper 12/44（前掲注 33 参照），p.16．審判官法の英国議会
における審議経過一覧は、http://www.parliament.uk/の HP における services. 
parliament.uk のページから、以下の項目を参照。Bill stages — Groceries Code 
Adjudicator Act 2013. 
46 Bill stages — Groceries Code Adjudicator Act 2013（前掲注 45 参照）． 
47 House of Commons, Business, Innovation and Skills Committee, Pre-appointment 
hearing with the Government’s preferred candidate for the post of Groceries Code 
Adjudicator; Eighth Report of Session 2012–13（28 Feb. 2013）（HC 1011-I）P.17. 
（www.publications.parliament.uk の HP より入手）． 
48 News story Groceries Code Adjudicator formally established (Published 24 June 
2013) (/www.gov.uk/government/news の HP より入手). 
49 Statutory Guidance on how the Groceries Code Adjudicator will carry out 
investigation and enforcement functions（以下、Guidance と略称）（ gov.uk/ 
government/publications の HP より入手）． 
需要力濫用規制の新展開―英国綱領審判官制度の検討 
15 



















                                                          
50 Original consultation (Statutory guidance on how the Groceries Code 
Adjudicator will carry out investigation and enforcement functions) (Groceries 
Code Adjudicator の HP より入手). para.73,74. (Original consultation, Statutory 
guidance と略称）． 
51 BIS, Government response 2010（前掲注 38 参照），para. 4,45-4.47. 2011 年 5 月
に発表された政府草案の理由書においても、「直接及び間接の供給業者双方を含めた」
供給業者から情報を得て調査を開始することができるとして、草案 4 条 2 項の「供
給業者」の文言は直接の供給者と間接の供給業者双方を含む解釈を示していた。
Draft Groceries Code Adjudicator Bill (Cm 8080) (May 2011) (gov.uk/government
の HP より入手) (Draft Groceries Code Adjudicator Bill と略称) p.15,§4(2), p.14 
(Explanatory Note para.29). 
52 BIS, Government response,2010（前掲注 38 参照), para.4.47. 
53 House of Commons, Business, Innovation and Skills Committee - Ninth Report, 












                                                                                                                                 
Groceries Code (28 July 2011) (HC 1224-1) (www.publications.parliment.uk より
























記情報提供者に含めることに反対していた。House of Commons, Business, 
Innovation and Skills Committee - Eleventh Report, Time to bring on the referee? 
























                                                                                                                                 
Response to the Committee's Ninth Report of Session 2010-12; Eleventh Report 
of Session 2010-12 (HC 1546), Appendix: Government Response (received on 10 
October 2011) (Government Response,2011 と略称) (publications.parliment.uk よ
り入手), pp.5-6． 
56 House of Commons, Ninth Report（前掲注 53 参照），para.74, 75, 83 & p.61. 
57 Department for Business, Innovation and Skills, Taking forward the 
establishment of a body to monitor and enforce compliance with the groceries 
supply code of practice (GSCOP): The Groceries Code Adjudicator. The 
Government’s policy for a Groceries Code Adjudicator. (11 May 2012) 





















                                                          











Groceries Code Adjudicator Bill, Explanatory Notes（前掲注 51 参照），para. 97-98． 
60 このような申立人秘匿制度の根拠付けは、競争委員会の見解にもとづくものである。






















                                                          
61 政府としては、「関連する小売業者から身元を秘匿された申立人が提供した情報を基
礎としては事実認定を行うことが、通常可能であるとは考えていない」とする。Draft 
Groceries Code Adjudicator Bill, Explanatory Notes（前掲注 51 参照），para.98． 
 本文及びこの指摘は、綱領審判官は個別事件の処理においては OFT 等から独立して
審判手続きを進めるが、産業・技術革新・職業技能省閣内大臣（Secretary of State）





62 Draft Groceries Code Adjudicator Bill, Explanatory Notes（前掲注 51 参照），
para.98． 

















                                                                                                                                 
下院委員会へおくられた。書簡は Ninth Report の付録として添付されている。
House of Commons, Business, Innovation and Skills Committee, Time to bring 
on the referee? The Government's proposed Adjudicator for the Groceries Code, 
Appendix: Letter from EFRA Committee(Letter to the Chair of the Business, 
Innovation and Skills Committee from Miss Anne McIntosh MP, Chair of the 
Environment, Food and Rural Affairs Committee) (22 July 2011) (Letter from 
EFRA と略称). 
64 Letter from EFRA（前掲注 63 参照），p.57. 
65 Letter from EFRA（前掲注 63 参照），pp.57-8. 大規模スーパーのアスダから述べ
られたこの申立人秘匿制が自然的正義の要請にそむくとの意見はまた、その制度が




けている。Letter from EFRA, p.58&note 179（Draft Groceries Code Adjudicator 
Bill, Explanatory Notes（前掲注 51 参照),page.44 を引用）．欧州人権条約について
は、欧州人権裁判所（the European Court of Human Rights）の HP より入手した
（echr.coe.int/Documents/Convention_ ENG.pdf )。 










府の規制改革方針（the Government’s Better Regulation policy）に反する67。 








                                                          
67 Department for Business, Innovation & Skills, Reducing the impact of regulation 
on business (Teams:Better Regulation Executive) (gov.uk/government/policies/ 
reducing-the-impact-of-regulation-on-business より入手). 







とするものもあった。Ibid, para. 95, 97. 




























クコメントを求めていた。BIS,Department for Business, Innovation and Skills, 
Taking forward the establishment of a body to monitor and enforce compliance 
with the groceries supply code of practice (GSCOP): A Consultation. (05 
February 2010) (The National Archives の HP より入手) (BIS, Consultation と略
称), para 5.3-4,Questions 20. 
70 参照、河島太朗・イギリス議会における行政監視・外国の立法 255 号（2013.3）53
頁。 





72 Draft Groceries Code Adjudicator Bill, Explanatory Notes（前掲注 51 参照），
para.39． 
73 政府は制裁金制度の導入にあたり、上記注 65 の ECHR（欧州人権条約）における議



























トはとらえられること、をあげている。Draft Groceries Code Adjudicator Bill, 




度の導入における検討に対応するものである。CC, investigation 2008（前掲注 260
参照），para. 11.377.     
74 スーパーマーケット行動綱領における違反行為にたいする主要な制裁措置にあって
は、公正取引法 167 条 4 項を通じた供給業者のこうむる損害の補償と同様な補償の





















以上に紹介した制裁金制度についての、2011 年 5 月の政府草案とそれに先立










                                                                                                                                 
られる。 
76 BIS, Consultation（前掲注 69 参照），para 4.2. 






























































以上の経緯81から 2012 年 5 月政府提出の審判官法案は、当初の草案と同じく
制裁金措置の第一義的判断権を閣内相に留保する規定を維持したものとなった82。 
                                                          

























（second reading）において集中的に審議された。 See, Antony Seely, Groceries 
Code Adjudicator Bill [HL]: Committee Stage Report, Bill 62 of 2012-13, Research 
Paper 13/05 (10.01.2013) (House of Commons Library) (gov.uk の HP より入手) 
p.10（Seely, Committee Stage Report と略称）。 
84 下院第二読会の審議における大臣と議員による、制裁金発動にかかわる抑制的な発
言は、以下のようにまとめられる。この発言内容は、議会スタッフによる報告書に
































                                                                                                                                 
扱いをする法令遵守の環境づくりを促すことにあるとして、閣内相の許可のない制
裁金制度の導入に反対する意見が、上院の第 2 読会で述べられていた（大臣のウィ




ければならないとする。Ibid,pp17（ウィルコックス男爵夫人の発言）．   
85 イアン・マレー（Ian Murray、影の内閣における産業・技術革新・職業技能大臣）
議員は、政府案の謙抑的姿勢が、結果的に審判官をしてスーパーマーケットの販売
戦略を重視する方向に向かわせる危険性を指摘する。Seely, Committee Stage 
Report（前掲注 83 参照）p.7. 
86 Seely, Committee Stage Report（前掲注 83 参照）p.7（イアン・マレー議員の反対
意見）． 
87 Seely, Committee Stage Report（前掲注 83 参照）p.7（イアン・マレー議員の反対
意見） 


























                                                                                                                                 






























                                                          
89 Seely, Committee Stage Report（前掲注 83 参照）p.9. BIS Press notice, Groceries 
Adjudicator to have new power to fine supermarkets, 4 Dec. 2012 （gov.uk/Press- 







できる」の文言を削除した。See, Adjudicator Bill（前掲注 44 参照），Schedules、
Schedule 3 §1． 
90 英国下院には一般委員会と特別委員会及び全委員会（Committee of the Whole 
House）が設置されている。一般委員会に属する公法案委員会は、付託された法案
ごとに設置されてその審査にあたる。河島太朗・イギリス議会における行政監視・
外国の立法 255 号（2013.3）48 頁。 






















                                                          
92 House of Commons, Ninth Report（前掲注 53 参照），para. 106-110. 
































のいうバランス思考である。See, BIS, Government response 2010（前掲注 38 参照），
para.4.33,4.34. 








































産業省閣内大臣（Secretary of State for Trade and Industry）は競争委員会
に合併調査の付託をし、その報告にもとづき、以下の条件付き合併承認の措
置をとった96。 
                                                          
95 Guidance（前掲注 49 参照），§48（審判官は綱領の遵守を確保するために、エン
フォースメントの行為を徐々に強める）． 
96 Competition Commission, Carlton Communications Plc/Granada Plc: A report on 
the proposed merger. (The National Archives, Investigations, Inquiry reports, 
2003 より入手)。2003 年 3 月 11 日貿易産業大臣は本合併計画について、公正取引
34 









義務は以下の 3 条件にまとめられる。 
a） 新合併会社（ITV)との CRR の権利にもとづく契約は、広告主と広告代理
店の支出額における ITV のシェアが増加しない義務を負う、かつ広告主と代
理店の受けるディスカウント額では、減額のないこと99。 
b） 現行の広告主に課せられる料金は ITV の視聴者が減少する場合には、減額
される100。 
c） 合併後の CRR の権利にもとづく契約について、公正な競争関係にもとづい
たものとするため、契約内容の審査を目的とする審判官の制度を導入する101。 
1-2）ITV 社にかかわる CRR 審判官は、契約状況の監視を任務とするけれども、
その調査についてまったく任意に行うものではなくて、競争制限等の被疑違
                                                                                                                                 
法 64 条 8 項の競争委員会の調査を要する合併であることをみとめ、競争委員会に付
託した。Ibid, 1 Summary, para.1.2, & Appendix 1.1,para1. 
97 Proposed agreed merger of Carlton Communications Plc and Granada Plc 
Undertakings given by Carlton Communications Plc and Granada Plc to the 
Secretary of State for Trade and Industry pursuant to section 88(2) of the Fair 
Trading Act 1973  The Office of the Adjudicator (CRR), （Adjudicating on 
disputes between ITV plc and advertiser/media buyer の HP より入手）
（UNDERTAKINGS と略称）。 
98 Justine Stefanelli & Philip Marsden, Models of Enforcement in Europe for 
Relations in the Food Supply Chain (19 April 2012) (www.biicl.org/files/5939_ 
biicl_b2b_report_final.pdf) (Stefanelli & Marsden, Models と略称) p.23. 
99 UNDERTAKINGS（前掲注 97 参照），para, 8,10. 
100 UNDERTAKINGS（前掲注 97 参照），para. 9. 























                                                          
102 Stefanelli & Marsden, Models（前掲注 96 参照）， p.24. Ofcom, Technical 
background guide to advertisers and buyers’ rights under the CRR remedy. 
（Ofcom の HP より入手）. 
103 Stefanelli & Marsden, Models（前掲注 96 参照），p.24． 
104 “Process for resolution of disputes by the Adjudicator”，Step4-7.Office of the 
Adjudicator(CRR), （Adjudicating on disputes between ITV plc and advertiser 
/media buyer の HP より入手）（Process for resolution と略称）． 
105 2003 年通信法は、情報通信行政を所管する上記の Ofcom の機能・規制権限にかか



























106 Process for resolution（前掲注 105 参照），Step, 8a). 
107 Stefanelli & Marsden, Models（前掲注 96 参照），p.24 
108 Competition Commission, Review of ITV's contracts rights renewal 
undertakings: final report (12 May 2010). para.26. The National Archives, 
Investigations, Review of undertakings and order, より入手。 
109 SUPPLY CHAIN, CODE OF PRACTICE, Streamlining processes and increasing 
value for the oil and gas industry（oil and gas industry, CODE と略称），（Oil & 
Gas UK の HP における Codes of Practice（CoP）のページから入手）。その構成員
は採掘と製造について政府からの認可を得た会社からなり、当該産業のサプライ
チェーンを組織している。 
110 PILOT は Oil & Gus UK と当該産業（大陸棚運用者、契約者、供給者、取引組合と
中小企業）及び政府の間におけるユニークな組合である。oil and gas industry, 










2008 年 PILOT は「ギアチェンジ戦略」と称して綱領の遵守レベル引き上げ





2112 年に Excellence に追加の表彰グレードがもうけられた113。 
 
（３）英国広告業基準 





委員会（the Committee of Advertising Practice, CAP という）」が綱領の作
成、改定に責任をもつ「放送外広告、販売促進及びダイレクトマーケッティ
ング綱領（UK Code of Non-broadcast Advertising, Sales Promotion and 
Direct Marketing）」である114。 
                                                          
111 Oil and gas industry, CODE（前掲注 110 参照），p.3 
112 Oil and gas industry, CODE（前掲注 110 参照），p.3. Stefanelli & Marsden, Models
（前掲注 96 参照），p.25. 
113 Oil and gas industry, CODE（前掲注 110 参照），p.6. 
114 UK Code of Non-broadcast Advertising, Sales Promotion and Direct Marketing 
38 
いま一つは、「広告慣行放送委員会（ the Broadcast Committee of 
Advertising Practice , BCAP）」により作成、改定される「放送広告綱領（The 











3-3）法的援護と OFT の規制 
次に継続的に広告主と放送媒体が綱領違反を続けて、ASA と協調しない場
合取引基準局（Trading Standards Services, TSS という）117や Ofcom のよ
                                                                                                                                 
(CAP Code), Ed.12 (2010). cap.org.uk のサイトより入手。 
115 The UK Code of Broadcast Advertising, Ed. 1 (2010).（cap.org.uk のサイトより入
手）． 












持つ。2002 年企業法により、OFT が TSS の監督権を持ち連携体制を構築するとと
もに、TSS による公正な取引に関する活動を査定する。消費者庁「海外主要国にお























                                                                                                                                 
The OFT and TSS）より。 
118 Stefanelli & Marsden, Models（前掲注 96 参照),p.26. 
119 「2008 年誤解を招くマーケティングからのビジネスの保護に関する規制」（the 
Business Protection from Misleading Marketing Regulations 2008 No.1276）。
OFT の HP （＜Business Protection from Misleading Marketing Regulations 2008）
より入手。本規制は欧州共同体法 (the European Communities Act 1972b) 2 条 2
項の授権規定に基づき、共同体指令 (Directive 2006/114/EC) を遂行するため議会
により 2008 年に制定された。OFT, Quick guide to the Business Protection from 
Misleading Marketing Regulations 2008. OFTの上記 HPより入手。See, Stefanelli 
& Marsden, Models（前掲注 96 参照），p.26. 




























                                                          
121 CAP の HP（＜About us <Repeat offenders）より（前掲注 117 参照）。 
122 OFT の HP（＜Sanctions）（前掲注 117 参照）より。 


















（2013 年審判官法では、審判官）に示すため、また他の GSCOP の個々の規定
における解釈指針ともするため、「公正かつ適法な取引」にかかわる理念的原則
                                                          
124 Stefanelli & Marsden, Models（前掲注 96 参照），p.28（英国における製品サービ
スの品質認証マークとして、英国基準協会（The Britisch Standards Institution）
による安全性にかかわる Kitemark の例を挙げる）． 
125 CC Order 2009（前掲注 2 参照），p11,Schedule 1,The Groceries Supply Code of Practice. 
126 指定小売業者の具体的企業名は，GSCOP の別表 2 に規定されている以下の 10 社で
ある。アスダ（Asda Ltd）、生協グループ（Co-Operative Group Ltd）、マークアン
ドスペンサ （ーMark & Spencer plc）、モリソン（Wm Morrison Supermarkets plc）、
セインズバリ （ーJ Sainsbury plc）、テスコ（Tesco plc）、ウエイトローズ（Waitrose 
Ltd）、アルディ（Aldi Ltd）、アイスランドフッド（Iceland Foods Ltd）、リドル（Lidl 
UK GmbH）。CC Order 2009（前掲注 2 参照）,GSCOP, PART 2, Code of Practice4; 
Schedule 2: Guidance（前掲注 49 参照）,§3. 
127 2001 年スーパーマーケット綱領には、その第 8 部の一般規定において、「供給業者
との誠実な交渉」をする義務にかかわって、紛争解決の努力義務を簡単に規定する
ほか、スーパーマーケットが「この綱領のもとで誠実に行動する」旨の誓約書を提
出することを義務付けていた。OFT,Report on the review（前掲注 8 参照），










る。（GSCOP, Schedule 1,part2-Fair Dealing: Guidance,4.a） 
 
（３）契約条件の遡及的、一方的変更 








                                                          
128 競争委員会は、「消費者に対する商業上の不公正行為に関する EU 指令」をあげてい
る 。 Unfair Commercial Practices Directive (Directive 2005/29/EC of the 
European Parliament and of the Council of 11 May 2005 concerning unfair 
business-to-consumer commercial practices in the internal market and 
amending Council Directive 84/450/EEC). 消費者に対する商業上の不公正行為、
特に広告やマーケティング制に関する EU 共通の基盤を設けることを目的としてい
る。EUR-Lex Home > ID celex から入手。 
 さらに、誤認誘導や不公正な広告を禁じて広告業における高い基準を維持した行動
を求める広告慣行委員会の綱領（The Committee of Advertising Practice Code）が
あげられている。「広告慣行委員会（the Committee of Advertising Practice , CAP）」
による二種の行動綱領については、前述Ⅱ．1.3), 3-1）を参照。同じく摘示された
「2008 年誤解を招くマーケティングからのビジネスの保護に関する規制」について
は前掲注 119 参照。CC, investigation 2008（前掲注 260 参照），para. 11.313, 11.314 




GSCOP の第 3 部第 3 条は、以下のように規定する。 
§3(1) 3 条 2 項の例外を除いて、小売業者は供給の合意を遡及的に変更して
はならず、また供給の合意を遡及的に変更するように供給業者に要請な
いし要求してはならない。 




者の支配の及ばないような事情）;  及び、 
(b) 供給条件にたいし清算をおこなう算定ベースとして用いられる詳
細なルール。 
  (3) もし小売業者が供給の合意を一方的に変更する権利をもつのなら、か
かる変更の合理的な告知を供給業者におこなわなければならない。 
（GSCOP, Schedule 1,part3,§３; Guidance,4.b） 
第 3 部は 4 条に、「サプライチェーン手続の変更」として、契約条項の遡及的変
更にかかわり、合理性の要求とかかる合理性の要件に適合しない変更の場合にお







GSCOP の第 4 部は、「価格と支払」を規定するが、5 条の「支払い遅延」で
は、小売業者の明細書と供給業者送り状の交換のされることにより、小売業者
の支払いが遅延する結果の防止と遅延にかかわる責任を明確化することを目指




















第 4 部 7 条と 8 条は、「万引きにたいする支払」と「商品損耗にかかわる支







                                                          











品揃えに加えることについての協賛金の支払いを規定するが、その a 項と b 項
で、許容される場合の例外について規定されたことが注目される。（GSCOP, 
















































§13 「販売促進」（GSCOP, Schedule 1,part5,§13; Guidance,4.k） 
(1) 小売業者は、直接又は間接に供給業者に販売促進の費用を捻出することを
                                                          























第 6 部「そのほかの義務」（GSCOP, Schedule 1,part4,§15; Guidance,4.m） 





























§16 「取引停止（De-listing）に関連する義務」（GSCOP, Schedule 1, part4,










の合理的な告知をしなければならない。本綱領の 1 条 1 項で規定された内
容に加えて、本項の「合理的な告知」の目的にとっては、供給業者にたい
し、以下の 16 条 2 項 b 号と 16 条 2 項 c 号に規定された手段を行使すると
みられる取引停止に対する決定のために十分な期間を提供するものでな
ければならない； 













ついて、注 1 参照)。同法の条文（Act 2013 と略称する）及び審判官法ガイド
ライン（前掲注 48 参照。英文表記は、Guidance と略称する）の引用について
該当箇所は、本文に括弧書きで摘示する（一部注記する場合もある）。 
（１）審判官の法令上定められた職務 
審判官法は、以下にかかげる 6 項目からなる審判官の職務を規定する。 
１）審判官法の 11 条と 12 条は、綱領に関連する事柄について供給業者と大規
模スーパーにたいし、アドバイスをおこないとガイドラインを示すことので
きる旨を規定する133。Act 2013, §§11，12. 
                                                          









いて、「合理的な根拠」のある場合をあげている。Act 2013, §4(1). 
４）審判官は綱領のエンフォースメントをおこなう。Act 2013, §6. 
５）綱領違反の行為に制裁を課すこと及び他の排除措置をとること。Act 2013, 
§§7-9. 
６）審判官の活動（毎年 4 月 1 日より翌年 3 月 31 日までの期間の活動）につ














134 審判官は、他者を仲裁人に指定することができる。Act 2013（前掲注 1 参照）, §
2(1),(2). 審判官は本法の仲裁について、英国の勅許仲裁協会（The Chartered 
Institute of Arbitrators）の規則にしたがいその手続きを進めることになる。Order 
2009（前掲注 2 参照），Part 5, para11.(5). 
135 審判官法 14 条 2 項は、報告書の記載内容について、(a)食品雑貨サプライ命令のも
とで、仲裁にかけられた紛争、(b)審判官法 6 条のもとでエンフォースメントの手段
を審判官が行使した事件、があげられている。Act 2013, §14(2)(a),(b),(c). さらに
勧告のエンフォースメントを行使した場合には、大規模スーパーの対応について審


























































上行使しえる範囲は限られる(後掲注 180 及びⅣ.２. 2),2-5),ⅰ)を参照）。 
                                                          



























                                                          
137 ディビスは競争委員会の副委員長を務め、ライリーは政策アドバイザ―であるが、
いずれも 2008 年報告書のメンバーではない。Peter Davis & Alan Reilly, Market 
power, market outcomes, and remedies in the UK groceries market, Journal of 
International Association Agricultural Economics, Vol. 41, Issue 1,p.93 (Nov. 
2010) (Davis& Reilly, Market と略称). 


















                                                          
139  前掲Ⅱ．3. (1), 1), 1-1), ⅱ）におけるガイドラインの該当箇所を参照。 
ⅰ）この過剰なリスクと予期せぬコストの移転が、取引相手の提供にかかる反対給
付にたいして、その内容の検討と他の取引先との比較を困難にするという競争に






































































審判官法 18 条は、5 項目にわたり GSCOP の違反行為にたいする申立人の特
定につながる審判官の入手情報にたいする守秘義務を詳細に規定する。 













































                                                          
144 Act 2013（前掲注 1 参照），§18(1),(2),(3). 
145 Act 2013（前掲注 1 参照），§4(2),Schedule 2,§1(1)(a)(b).審判官によるエンフォー
スメントにおいて、勧告の監視に必要な情報の提供も同様に求めることができる。
























掲注 1 参照），Schedule 2, §§1(5),2-3. 審判官法は、略式裁判による有罪（summery 
conviction）と陪審裁判による有罪（conviction on indictment）の犯罪となること
を規定する。Act 2013, Schedule 2, §4.  
147 Act 2013（前掲注 1 参照），§10(1), Guidance（前掲注 49 参照），§38.根拠のない
申立てをした者の同様の負担責任は、以下に規定されている。Act 2013（前掲注 1


















                                                          
150 Regulatory Justice: Making Sanctions Effective, Final Report (Nov. 2006) (Professor 
Richard B. Macrory) (www.berr.gov.uk/files/file44593.pdf より入手 ) (Regulatory 
Justice と略称). 2005 年 9 月、英国政府は、ユニヴァーシティ・カレッジ・ロンドン
法学部の環境法担当リチャード・マクローリー教授に、規制にともなう制裁制度の

















































                                                                                                                                 
j) 将来の苦情の申立てを減少させ、食品雑貨チェーンに有益な変化をもたらす可
能性。 










153 Guidance（前掲注 49 参照），§§47,50． 
154 前掲Ⅰ．2．3）3-3）参照。 






















の承認の後、議会承認を 2014 年 4 月に得る予定とされている157。 
                                                          




157 Act 2013（前掲注 1 参照），§9(6)(7)(9), Guidance,§69, Groceries Code Adjudicator,  




の 10%としている。また OFT は、建設業、求人業は 30%の競争控訴審判所の決定にし
たがう。これにたいし審判官は、パブリックコメント募集声明で、比例性の考慮から英























                                                                                                                                 
guidance on how the Groceries Code Adjudicator will carry out investigation and 
enforcement functions, (Consultation response summary) (Dec.2013) pp.4,11. 
(https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/2
67646/Statutory_Guidance_Consultation_Summary_Response.pdf) 











はそれに拘束されずに詳細な認定をなす（full right of appeal）。 
それに対し、「企業名公表と恥をかかせる」措置について、裁判所は新たな事
実認定を行わず、審判官の判断に関する「違法性、非合理性及び手続き上の不








として a と b の根拠である。Guidance,§72. 
                                                          











































                                                          
161 2008 年のいわゆる経済現代化法によって競争総局に改編される以前の競争政策を














                                                          
162 フランス競争評議会の勧告については、以下の英語論文によった。Alberto Pera & 
Valentino Bonfitto,Buyer Power in Antitrust Investigations: A Review European 
Competition Law Review, Issue 8(2011),414,418.（Avis of the French Competition 
Council concerning the conditions of competition in the large retail distribution, 












の動向と食の安全性確保の取り組み」（2006 年 3 月）、1 頁（wwwjetro.go,jp の HP
より入手）。 
なおドイツにおける不当廉売規制において、供給業者の廉売業者への金銭的利益の
提供にかかわる原価算定の同様の問題が争われている。競争制限禁止法 19 条 2 項 3
号（2013 年改正前法 20 条 4 項）による製造業者から流通業者に支払われる宣伝費
用補助金の仕入れ原価に算入する適否に関する判例上の問題については、参照、拙
稿・ドイツ酪農乳業における需要力の濫用―連邦カルテル庁による調査報告の検
討・高千穂論叢 48 巻 1・2 号（2013 年、拙稿・酪農乳業と略称）107 頁。 
66 
２）ライバル企業の排除と需要力の濫用 
フランスのルクレール164は 2009 年 2 月、商慣行評価委員会（la Commission 
















                                                          
164 324 億ユーロの年商をあげ、主要食品雑貨流通企業 7 社において、第 2 位（国内シェ
ア 14.9％）をしめる。ジェトロ「フランスの流通概観」（報告日 2010 年 4 月 8 日）
（wwwjetro.go.jp の HP より入手）。 
165 またルクレールは競合スーパーのリドゥル（Lidl）向けて製造された製品について、
自社に販売価格を引き下げて提供するよう供給業者に強制したことも需要力の濫用
的慣行として非難された。The Abuse of Supermarket Buyer Power in the EU Food 
Retail Sector. Preliminary Survey of Evidence (Study by Myriam Vander Stichele, 
SOMO & Bob Young, Europe Economics) (on behalf of :AAI- Agribusiness 
Accountability Initiative) (somo.nl/publications-en の HP より入手), para. 2.2.3, 
Annex 2 p.12. 
166 ジェトロ産業技術・農水産部上記注 163 論文 2 頁。ガラン法改正前には、バックマー
ジンの割合は平均で仕入れ原価の 30％、一部の製品では 70％に上るとみられる。社
本朗「一般調査報告書―フランス中小企業施策の最近の動向」（平成 18 年 8 月）（www 



























                                                          
167 フランス商法典第 4 部「価格の自由及び競争」（De la liberte de prix et de la 
concurrence）における「差別的取扱い，取引関係の突然の打切り等（第 L.442-6 条）」
の規定については、「英国国際法及び比較法研究所」による以下の英訳に依拠した。
Article L442-6, French Commercial Code, Amended by Law n° 2010-874 of 27 
July 2010 - art. 14 (V) (The British Institute of International and Comparative 





















                                                          
168 French Commercial Code（前掲注 167 参照），Stefanelli & Marsden（前掲注 96
参照），Models, p.7 
169 French Commercial Code（前掲注 167参照），partⅡ, Stefanelli & Marsden, Models
（前掲注 96 参照），p.7. 
170 Article L752-26, French Commercial Code, （ The British Institute of 
International and Comparative Law (wwwbiicl.org) の HP から入手），Stefanelli 
& Marsden, Models（前掲注 96 参照），p.7. 商法典 L-752-26 に規定された支配的
地位の濫用にたいする通常の差し止めと制裁金措置については、以下を参照した。
Grégoire Colmet Daâge, Sergio Sorinas, France: Abuse of Dominance, The 



































172 The powerful and the powerless of the food supply chain, - Report by the 
Norwegian inquiry commission（13 April 2011）［English Summary］（ノルウェー
政府の HP［wwwregjeringen.no］より入手）（Norwegian inquiry commission と


























視点から、委員会は英国の 2009 年 GSCOP に倣って、自主規制によるボラ
ンタリーな綱領ではなく、具体的な強制力をともなう行動綱領とオンブズマ
                                                          
173 Norwegian inquiry commission（前掲注 172 参照），pp.7, 10-11 
174 Norwegian inquiry commission（前掲注 172 参照），p.29. 





























                                                          
176 Norwegian inquiry commission（前掲注 172 参照），pp.9, 29-30, 44. 


























                                                          








































181 ノルウェー競争法（「商業活動における競争に関する 1993 年 6 月 11 日法」；
Norwegian Competition Legislation 2. Act No. 65 of 11 June 1993 relating to. 
























                                                          
182ⅰ）かかるコストとリスクの負担は、それ自体として公正さにかかわる規範的評価の
































                                                          
183 前掲注 181 にあげたノルウェー競争法における 3－10 条（Section 3-10）は競争当






文献でも紹介されている。Lars-Erik Fridström(Director; Norwegian Competition 
Authority), The role of competition in enhancing consumer and producer welfare 
in energy matters(Competition Policy and Law, Tehran, Sept 20-22, 2003) 





























































































                                                          














断における消費者利得の規準と公平な取扱いの原則の問題を、EU 競争法と EU 基
本権憲章について論じた以下の拙稿を参照。拙稿・需要力(前掲注 186 参照)、高千

















                                                          
187 我が国公正取引委員会の HP を参照（www.jftc.go.jp）。 












護される理由があげられている。Norway: Analysis of the Power Relations in the 
Food Supply Chain in Norway –  Hearing Statement of the Norwegian 
Competition Authority(http://ec.europa.eu から入手). 
189 Howard Smith & John Thanassoulis, Bargaining Between Retailers and their 
Suppliers, in Economics Series Working Papers, No 388 (Uni. of Oxford, Dep. of 
Economics,  2008), & Ariel Ezrachi & Ulf Bernitz (ed. by), Private Labels, 
Brands and Competition Policy (OUP,2009)45，．（それぞれ Smith, Bargaining, 



























                                                          
190 Smith, Bargaining, Working Papers（前掲注 189 参照），p.2, 24. 
191 Smith, Bargaining, Working Papers（前掲注 189 参照），p.23-4. ウォーターベッ
ト効果については、後掲のⅣ．２. 1）を参照。 

























                                                          
193 See, Smith, Bargaining, Working Papers（前掲注 189 参照），p.2 






195 Smith, Bargaining, Working Papers（前掲注 189 参照），p.20. 




























Investigation 2008（前掲注 260 参照), Appendix 5.3: Supplier pricing analysis, 
para44-45. Smith, Bargaining Working Papers（前掲注 189 参照），p.20, note 22. 
さらに供給業者が規模の利益を有する場合に、大規模小売業者が低い買い取り価格
となるスコットランドの牛乳部門の調査(競争委員会)をスミスとサナサウリスはあ
げている。Competition Commission, Scottish Milk: A report on the supply of fresh 
processed milk to middle-ground retailers in Scotland, §4. 330-4.336, Smith, 
Bargaining，p.21. 
198 Smith, Bargaining, Working Papers（前掲注 189 参照），p.15,17. 
199 Smith, Bargaining, Working Papers（前掲注 189 参照），p.1. 



























                                                          
201 Smith, Bargaining, Working Papers（前掲注 189 参照），p.31. 
202 参照、細江・村田・西原『ゲームと情報の経済学』（勁草書房、2006 年）258 頁以下。 
203 Smith, Bargaining ,Working Papers（前掲注 189 参照），p.36. 
204  Smith, Bargaining ,Working Papers（前掲注 189 参照），p.37. 
205 Inderst & Wey, Buyer Power and Supplier Incentives, European Economic 























                                                          
206 スミス／サナサウリスによるインデルストとウェイの大規模な買い手による投資誘
引モデルの評価においては、上流市場の競争の不存在をインデルスト／ウェイモデ
ルは前提にすると指摘されている。Smith, Bargaining ,Working Papers（前掲注
189 参照），p28. なお、合わせて後掲の注 209 を参照。 
207 Inderst, Supplier Incentives（前掲注 205 参照），p.656. 
































Bargaining ,Working Papers（前掲注 189 参照),p.28（インデルストモデルの解説）． 





































                                                          
212 Inderst, Supplier Incentives（前掲注 205 参照），p.648, 660,662 
213 Inderst, Supplier Incentives（前掲注 205 参照），p.662. 





























                                                          
215 Smith, Bargaining, Working Papers（前掲注 189 参照），p.28. Smith, Bargaining, 















  競争委員会の 2008 年報告書は、「過剰なリスクと予期せぬコスト負担」を










                                                          
216 See, CC, Investigation 2008（後掲注 260参照），Appendix 9.2 Supplier profitability 
and investiment in Innovation,para.34（供給業者が研究開発の支出を増加させて
いる理由には、その約 60％が市場に追いつくためであると答えていることがあげら











状況（complex monopoly situation）」を規定する公正取引法 6 条 1 項 c 号と












                                                          
218 Competition Commission, Supermarkets: A report on the supply of groceries 
from multiple stores in the United Kingdom(Oct.2000)( The National Archives の
HP より//webarchive.nationalarchives.gov.uk/の頁から入手) (CC, Supermarkets, 
2000 と略称). 
219 CC, Supermarkets, 2000（前掲注 218 参照），para. 2.325,2.320, 2.460. このうち、
第一の複合的独占状況である不当廉売、差別対価そして「焦点を絞った価格競争
（Focused price competition）」にかかわる報告書の内容については、参照、杉浦市
郎・イギリス競争委員会のスーパーマーケット報告書・公正取引 655 号 37 頁（2005
年）。 














2-1）競争委員会が第 2 の複合的な独占状況にあると位置付け、5 大食品雑貨小
売業者と供給業者間の関係が問題にされる需要力の濫用にかかわり、供給業
                                                          
221 CC, Supermarkets, 2000（前掲注 218 参照），para.11.11. 
222 例えば、1999 年 6 月にプロクターアンドギャンブル（Procter & Gamble）は全世
界で 240 億ポンドである。英国プロクターアンドギャンブルは 12 億ポンドでグルー















































                                                          














































                                                          
225 小泉克哉・ドイツ不正競争防止法における一般条項の経験、ジュリスト 1018 号 11
頁（1993 年）。ドイツの業績競争理論の詳細な研究として、参照、岸井大太郎・ド
イツ競争法における「業績競争理論」(1)(2)・法学志林 83 巻 1 号 1 頁、4 号 61 頁（昭













47巻2号36頁（2012年）。Heinrich Hölzler/Horst Satzky, Wettbewerbsverzerrungen 
durch nachfragemachtige Handelsunternehmen, (Carl Heymanns, 1980) 
(Hölzler & Satzky, Wettbewerbsverzerrungen, と略所）、Walter Schluep, Über 
den Begriff der Wettbewerbsverfählschung, in Festgabe für M. Kummer (1980,) 
S.487ff. 





























                                                          






























                                                          
228 Groceries Code Adjudicator, Guidance request: Charging for special shelf 























                                                          
229 CC, Supermarkets（前掲注 218 参照），2000, para. 2.477(c), 2.478(c), 2.479(c), 







ことである。CC, Supermarkets, 2000（前掲注 218 参照），para2.481 (c). 
230 CC, Supermarkets, 2000（前掲注 218 参照），para. 2.477 (c), 2.478(c), 2.479 (c), 


























                                                          
231 CC, Supermarkets（前掲注 218 参照），2000, para.2.485,Table 2.7. 委員会は双方
の慣行について、本調査に提出された証拠からは、競争の制限ないし歪曲の効果が
生じているとはいえない、あるいは広範にかかる行為が生じてはおらないとした。
Id, para. 2.487,2.488. 
232 かかる行為類型毎の評価の差異を基礎づける競争の歪曲と制限の法律上の概念的な
差異は、Ⅴ. 2.  1）で検討する。 



























                                                          
234 CC, Supermarkets, 2000（前掲注 218 参照），para.2.494(c), 2.495(c). 





























                                                                                                                                 
拠はないとした。Id, 2.502 (c). 
236 CC, Supermarkets, 2000（前掲注 218 参照），para.2.504(c), 2.505(c). 































                                                          
238 CC, Supermarkets, 2000（前掲注 218 参照），para 2.509 (c), 2.514(c). 
239 CC, Supermarkets, 2000（前掲注 218 参照），para, 2.510 (c) 
240 CC, Supermarkets, 2000（前掲注 218 参照），para 2.513 (c), 2.515(c). 



























                                                          
242 CC, Supermarkets, 2000（前掲注 218 参照），para.2.520 (c). 
































                                                          
244 CC, Supermarkets, 2000（前掲注 218 参照），para.2.524(c), 2.527(c). 
245 CC, Supermarkets, 2000（前掲注 218 参照），para.2.523(c), 2.525 (c),2.526 (c),2.528 















は 18 類型）。これらから、公正取引法（the Fair Trading Act 1973）の 6 条
1 項 c 号が規定する複数事業者の場合について、少なくとも合計して 4 分の










                                                          
246 CC, Supermarkets, 2000（前掲注 218 参照），para.2.533 (c). 
247 CC, Supermarkets, 2000, para.2.534 (c). 
248 CC, Supermarkets, 2000 （ 前 掲 注 218 参 照 ）， para.2.539, 1.10, 2.550 
(table.2.14,column 5). 
249 Coleman & Grenfell, Act（後掲注 362 参照），para.17.13（公正取引法 84 条 1 項の



















                                                          
250 CC, Supermarkets, 2000（前掲注 218 参照），para.1.11, 2.541,2.543. 







とになる。Ibid, para. 1.11, 2.544. 
















ならば、8%基準に合致する主要 5 需要者によりおこなわれるこれら 27 の慣
行は公共の利益に反する255。 
                                                          








とする。Ibid, para. 2.546 (a). 






法 84 条 1 項に規定され、1998 年競争法改正によっても公正取引法の本規定を含む独







えられる。See, Coleman & Grenfell, Act（後掲注 362 参照），para.17.13. 
255 CC, Supermarkets, 2000（前掲注 218 参照），para. 1.11, 2.548 & para.2.550,Table 
2.14 column 7. 
 ⅰ) そして、この 27 慣行のうち 2001 年スーパーマーケット綱領には、25 の行為
が規定された。OFT, Supermarkets: The code of Practice and other competition 































James P. Cunningham,The Fair Trading Act 1973 (Sweet & Maxwell, 1974), para. 
9-02. 









                                                          
258 Competition Commission, The Supply of Groceries in the UK market 
investigation（April, 2008）（CC, investigation 2008 と略称）（Competition 
Commission の HP より、＞Groceries market investigation の頁から入手）。 
 ⅰ）本市場調査と 2008 年報告書は、競争委員会から以下の委員がメンバーとなりま
とめられた。各経歴は Competition Commission の HP より、＞About us＞Members
の頁等によった。 
 委員長ピーター・フリーマン（Peter Freeman）；2005 年から 2011 年まで競争委員
会の委員長を務めた。それ以前は、30 年にわたり英国法律事務所シモンズアンドシ
モンズの弁護士業務をおこなう。さらに Regulatory Policy Institute, Oxford の所
長も務める。2013 年現在、英国競争控訴審判所（Competition Appeal Tribunal）
の審判長（Chairman）の職にある。 
 委員ジェーン・アーモンド（Jayne Almond）；2005 年以来現在まで競争委員会委員
の職にある。英国の不動産譲渡会社ストーンヘブン社（Stonehaven）の現執行役員
である。 
 委員バーバラ・ドノホー（Barber Donoghue）；2005 年以来現在まで競争委員会委
員の職にある。ロンドンに本社のある投資会社 Manzanitatia Capital の役員。 
 委員アラン・ハームリン（Alan Hamlin）；2001 年から 2010 年まで競争委員会委員
の職にあった。2005 年からマンチェスター（Manchester）大学経済学担当教授。 
 委員ブルース・ライオンズ（Bruce Lyons）；2002 年から 2011 年まで競争委員会委
員の職にあった。イーストアングリア（East Anglia）大学経済学担当教授。 












 The Association of Convenience Stores Limited (ACS), The ‘Waterbed Effect’. 









                                                                                                                                 

























厚生効果が生じるであろう。ACS, Waterbed（前掲注 262 参照）para. 1.22, 































                                                          
260 CC, investigation 2008（前掲注 260 参照），para. 5.29, 5.37. 





















                                                          
263 CC, investigation 2008（前掲注 260 参照），para. 5.32, 5.37. 














ではないことを示している。Ibid, para. 5.35. 
ⅲ）さらに「合併などの手段を通じて卸業者の規模が拡大していることは、大規模
小売業者の得られる優位をある程度減じている」という見解がある。Roger 
Clark, The Impact of a Groceries Ombudsman on Consumers’ Best Interests 
(www, rogerclark. org. uk の HP より入手), p.3 (Clark, Impact と略称). 






































266 CC, investigation 2008（前掲注 260 参照），para 9.2. なお参照、渕川和彦・欧米
の流通市場における買手市場支配力の競争への影響について―大規模小売業を中心





























                                                          
267 CC, investigation 2008（前掲注 260 参照），para9.2, Appendix 2.2 para.5. 












見解は、以下のような 2002 年企業法の第 4 部「市場調査」（Part 4 Market 
Investigations）における諸規定にたいする委員会の解釈にもとづく。 
委員会は、先ず食品雑貨スーパーにかかわる市場調査における顧客の定義に
つき、企業法 134 条 3 項の規定する反競争的効果と顧客の検討は、同項の「関
連市場」を形成する同スーパーから食品雑貨を購入する個人である最終消費者
をその定義は含むものと解する270。 





                                                          
269 CC, investigation 2008（前掲注 260 参照），para9.3-9.4. 
270 CC, investigation 2008（前掲注 260 参照），para. 9.4.その根拠は、市場調査の付託
は根拠規定である 131 条のもとで、OFT による本件付託が「英国における小売業者
による食品雑貨の供給」（強調は競争委員会）について調査すべきとされたことによ




競争機能の発揮に関係をもっている。Ibid, appendix 2.2,para.4. 
271 CC, investigation 2008（前掲注 260 参照），para.9.3, appendix 2.2, para.7. 





















































ⅰ）企業法 134 条 5 項は、現在または将来の顧客にたいして、(a)「高価格、低
品質または財もしくは役務の選択の幅が狭まること」、あるいは(b)「財また
は役務に関連してイノベーションの低下が生ずる」結果をもってその損害が






















                                                          
273 「小売の提供」概念にかかわる PQRS 規準の 4 要素の他に、委員会は、「店舗の清
潔さ（store cleanliness）」、「駐車設備」、「営業時間」をあげている。CC, investigation 

























トを移転することを通じて、企業法 134 条 5 項本文の規定する将来の顧客（消
費者）におよぶ損害として、同条の a 号と b 号で問題になる。そのうち a 号
は「高価格、低品質または財もしくは役務の選択の幅が狭まること」の損害
を規定し、b 号は財・役務のイノベーションの低下を規定している。 






















































とりわけその b 号のイノベーションの低下を重視した解釈である。 



















                                                          
277 この点は、前述したスミス／サナサウリス・モデルのみでなく、カーディフ大学
（Cardiff Business School）のクラーク教授による以下の所説がある。See, Roger 
Clark, Commercial Relationships in the Market for Grocery Supplies (11.2009) 




と略称）．Clark, Impact（前掲注 264 参照）（「既存の経済学理論の示すところによ
れば、需要力は長期において消費者厚生に実質的な悪影響をおよぼしうる」）． 





































                                                          






























が全国販売比率を相当に伸ばしている。CC, investigation 2008（前掲注 260 参
照).para.3.4,Figure3.1. 
281 CC, investigation 2008（前掲注 260 参照）．para.9.8. 
282 CC, investigation 2008（前掲注 260 参照）．para.9.10. 


















                                                          
284 CC, investigation 2008（前掲注 260 参照）．para.9.11. 







が低くなる。CC, investigation 2008（前掲注 260 参照）．para. 9.12 
 これにたいし、競争委員会は、かかる格差の存在する程度の理解にたいして一定の
疑問を呈し、ACS 分析は限られた利用となるとの限定を付す。Ibid. para. 9.12. 
286 ドイツに本社をもつ世界的な市場調査会社 GfK は、2008 年報告書による食品雑貨
スーパーにたいする調査・研究のため、2007 年に食品雑貨の供給にかかわる競争が
歪曲されているか否かの問題に関する調査と報告を競争委員会に提出した。GfK, 
Research on Suppliers to the UK Grocery Market (Final:15/01/07) (GfK,Research





ⅳ）アスダ及びテスコと供給業者間の E メールの通信にかかわる委員会の検討 





                                                                                                                                 
が 27％、そして卸と購買組織が 12％という数値を示している。 
 反対に最も低いマージンとなる場合は、4 大食品雑貨スーパーとの取引の場合が
53％に上り、それ以外の小売業者が 17％、卸と購買組織が 8％、独立小売業者 6％











CC, investigation 2008（前掲注 260 参照）．para. 9.15. 
287 CC, investigation 2008（前掲注 260 参照），Appendix 9.1,Case study of retailer and 
supplier correspondence、para.24. 
 競争委員会は、2002 年企業法（Enterprise Act 2002）109 条の文書提出要求の通告
（notice of produce）によって、2007 年 6 月 18 日から同年 7 月 22 日までの 5 週間
にわたる E メールの提出を受けた。ほぼこの期間は、アスダとテスコの「価格戦争
（price war）」が行われた。アスダは 2 億 5000 万ポンドの費用で 1 万品目の食品雑
貨等の価格切り下げをくわだて、テスコは 2 億 7000 万ポンドに費用で 3 千品目の
値下げをおこなう声明を発表した。Ibid,para.3, note 1, ibid, Scope and limitations 






Annex 2,Email correspondence supplied by Asda and Tesco.この付録 2 の図表から、
「アスダ又はテスコがこの慣行を行っている例（Example of Asda or Tesco 



























                                                          
288 CC, investigation 2008（前掲注 260 参照），para. 9.20, Appendix 9.1, para.27. 
289 CC, investigation 2008（前掲注 260 参照）．para. 9.37. 
290 CC, investigation 2008（前掲注 260 参照）．para. 9.68-70. 
291 CC, investigation 2008（前掲注 260 参照）．para. 9.81. 




















                                                          
293 CC, investigation 2008（前掲注 260 参照），para. 9.39 
































                                                                                                                                 
て価格切り下げを担うかたちをとるとすると（誤予測時の取り決め、あるいは
予測困難な事象の発生にかかわる取り決め）、「契約が取引の履行に先立ってリ
スクの配分をなす」と考えることができる。CC, investigation 2008, para. 9.46 






9.46 & note 1. 









































































investigation 2008（前掲注 260 参照），para.9.48. 

























































情報の経済学：講義ノート（明治学院大学経済学部）（ 2005 年 3 月）




















































































の 2000 年調査は、52 の行為類型を検討し、過剰なリスクないし予測困難なコ
ストを供給者に移転して複合独占の状況を生ぜしめる 30 の行為のうち、26 の
行為については大抵の場合に公共の利益に反することが認められるとした300。 

































摘されよう。CC,investigation 2008（前掲注 260 参照),para.9.47. 




この点について、かかる 52 の行為が、2008 年の本調査においても、サプ
ライチェーンの商慣行で需要力濫用について問題、調査された大部分の行為
に当たるとされている。さらにこの 52 の行為を 6 つのカテゴリーに分類し301、
                                                                                                                                 
を調査するものとしている。委員会はこの規定に基づき、サプライチェーンの商慣
行について上記 52 の行為のうち、その 30 の慣行が競争を歪曲する反競争性を有し
てとし、さらにそのうち 27 について公共の利益に反して行為が行われているとした
が、27 のうち一つの行為のみ「一定の状況下でのみ公共の利益に反する」とし、そ
れを除いた上記本文 26 行為を公共の利益に反するとした。CC, Supermarkets 
2000（前掲注 218 参照）,para.1.10, 1.11,2.547(b), 2.550 Table2.14, ID32 (column 7) 
301 CC, investigation 2008（前掲注 260 参照),para.9.51,& Appendix A9-8, para6-7. 
 かかる反競争的効果に関する 6 分類は以下のようになされている。 
(a) 食品雑貨スーパーによるカテゴリーマネジメントにかかわる慣行（2 慣行）； 
(b) 食品雑貨スーパー間の又は食品雑貨スーパーと供給業者間の協調行為（1 慣行）； 










  これら各項目につき、委員会の認定による反競争的効果は以下のようになる。 













る慣行である証拠はないとする），AppendixA9-8, para.12-15. なお、Annex 3








                                                                                                                                 
あるものの、広範囲におこなわれている十分な証拠のあるものでないとした。















競争上の問題を生じないとされたものがある。Ibid, AppendixA9-8, Annex 3a, 
ID1, ID32, ID39. 




































































ト綱領のもとで OFT が収集した問題行動事例、本調査で委員会が、2002 年
企業法 109 条の調査権限を行使して収集した事例情報である。すなわち、上
記 52 行為の 6 カテゴリー、さらにそのうちのリスク／コスト移転により供
給業者の収益／コストの不確実性を生じさせる行為の集合（上記 3-4 におけ
る注 302 にあげたⅰからⅳの 4 グループ）の二種の区分けによって、委員会
はこの 380 行為を分類した。 
その結果は、リスク／コスト移転により供給業者の収益／コストの不確実
性を生じさせる行為のグループ（注 301 及び 302 の g）が全体の 46％で最も
多く、それ以外では一括支払いの慣行（注 301 の f）が 18％であった。さら
に前者の収益／コストの不確実性を生じさせる行為では契約条件の遡及的



















303 CC, investigation 2008（前掲注 260 参照），para.9.59, AppendixA9-8, para.47, 
Table 2. 






















                                                                                                                                 
Competition Commission (15/1/2007) (www.competition-commission. org.uk/の
HP より入手),p.72. 
 この 4 大スーパーの慣行にたいする GfK の調査結果については 2008 年調査報告書
でも引用されているが、その Table 9.3 で販売促進費用の義務的な支払要求におよん
だ供給業者を 28％としているのは、本稿における上記本文 38％の明らかな誤植であ
る 。 See, CC, investigation 2008 （ 前 掲 注 218 参 照 ）， para.9.60, Table 
9.3,Column;Four grocery retailers covered by the SCOP. 
 これらの委員会の調査、GfK 報告のほか、調査会社 Grant Thornton による調査に
おいて、配送時点でも遡及的な販売価格の切り下げがないと信じている供給業者は
50％のみであること等の結果を、2008 年報告書は伝えている。CC, investigation 
2008（前掲注 218 参照），para.9.61． 






















                                                          
306 CC, investigation 2008（前掲注 218 参照），para.10.7. See, Tim Frazer, Susan 
Hinchliffe, & Kela George, Enterprise Act 2002 (The Law Society, 2003), para, 
9.7. 
307 OFT, Statement re Statement re Grocery Market, OFT Proposes to Refer Grocery 

















                                                          
308 CC, Supermarkets（前掲注 218 参照），2000, para.1.9.また、競争委員会は、2008
年報告書の調査において、大規模な買い手による不公正な取引に関する明確な証拠
を収集する困難のひとつの理由として、官庁にたいし供給業者が知られること望ま
なかったことをあげる。Competition Commission, News Release, 03/07 (23 
Jan.2007) (http://www. competition-commission.org.uk の HP より入手) p.1-2. 
309 ⅰ）2000 年スーパーマーケット綱領の実施後の状況を審査（供給業者による事業者




  OFT, Report on the review（前掲注 8 参照），para.2.5. 













  OFT, other competition issues（前掲注 12 参照）para3.18,3.22. 
ⅲ）かかる方向性は、同年 8 月の OFT の綱領の運用状況に関する定期調査の報告書
(結論)において、申立人の匿名性を保って綱領違反にたいする独立のエンフォー
スメント機関を創設する提案が議論されるに至って、一定の具体性が明らかに









                                                                                                                                 
ケットにたいし申立人を秘匿し、規制機関／オンブズマンのみが身元を知るこ
とで、綱領の運用を規制機関が積極的に監視して、取引停止にかかわる恐れの











極の態度を改めた。政府の草案理由書（2011 年 5 月）は取引停止等の報復措置
をこうむることにたいする「恐れの風潮（climate of fear）」が生じる対策とし
て、申立人の供給業者を保護することは政府方針の重要部分であるとする(Draft 
Groceries Code Adjudicator Bill, Explanatory Notes（前掲注51参照），para.98.





  Letter from EFRA（前掲注 63 参照），p.57.前掲注 64 参照。 









































                                                          
























































                                                          



















































































































2009 年、アイルランドの雇用、企業及び革新省大臣（the Minister for Jobs, 
Enterprise and Innovation）は「指定食品事業者にかかわる行動綱領提案
（Proposed Code of Practice for Designated Grocery Goods Undertakings）（以
下「2009 年提案」という）」を公表し、それにたいするパブリックコメントを
募集した。また同じく 2009 年に同国の企業、貿易及び革新省（the Department 
of Enterprise, Trade and Innovation、その後本省は企業、貿易及び雇用省 the 
Department of Enterprise, Trade and Employment に改編）は、「食品雑貨事































は、2009 年 9 月企業、貿易及び雇用省の諮問書にたいし反対の意見表明をお






                                                          
314 Department of Enterprise, Trade and Innovation, Code of Practice for Grocery 
Goods Undertakings: Consulting Paper (Competition & Consumer Policy 
Section) (August 2009) (www.enterprise.gov.ie/の HP より入手) (Consulting Paper
と略称), Draft Code of Practice for Designated Grocery Goods Undertakings 
(Code of Practice: Appointed Facilitator John Travers) (May 2011) 
(www.enterprise.gov.ie/の HP より入手). なお、雇用、企業及び革新省大臣による
2009 年の行動綱領提案（Proposed Code of Practice for Designated Grocery Goods 
Undertakings）は入手できなかった。 
315 The Competition Act 2002, Competition Amendment Act 2006, Competition 
Amendment Act 2012（競争委員会 www.Tca.ie の HP より入手）．なおアイルラン
ドの競争法制については、我が国公正取引委員会の HP を参照した。 
316 The Competition Authority, Submission to the Department of Enterprise, Trade 
and Employment, Code of Practice for Grocery Goods Undertakings, 
Consultation Paper Submission (S/09/003) (September 2009) (Competition 
Authority, Code2009 と略称), Code of Practice for Grocery Goods Undertakings: 
Submission by the Competition Authority to the Department of Jobs, Enterprise 
and Innovation’s Consultation (September 2011) (S-11-008) (Competition 
Authority, Submission と略称). 以上の競争委員会の意見書は、何れも競争委員会































                                                          



































                                                          
320 後掲Ⅴ．1．1）1-3）ⅱ）参照。 
321 後掲注 323 参照。 
322 Competition Authority, Submission( 前掲注 316 参照 ),para.2.10,Competition 











                                                                                                                                 
かかわる行動や慣行をみいだしてはいない」）． 
323 Competition Authority, Submission (前掲注 316 参照) ,para.2.10-2.12.  
ⅰ）政府が 2009 年提案で行動綱領により禁止されるべきとする慣行は、以下の行為
になる。 
  a）ビジネス合意の変更 
  b）小売業者の販売促進費用支払い要求 
  c）万引き等の商品喪失にかかわる供給業者負担の要求 
  d）商品損耗にかかわる供給業者負担の要求 
  e）誤った販売予測による補償の不払い 
  f）宣伝又は展示・ディスプレイにかかわる販売促進費用の負担要求 












































                                                                                                                                 
Goods Undertakings and an Ombudsman : How to Do a Lot of Harm By 
Trying to Do a Little Good, The Economic and Social Review, Vol.40, 
No.4,461(2009) pp. 481-2. 
324 Competition Authority, Submission(前掲注 316 参照), para.3.11-3.13 & 1.4. 
325 Competition Authority, Submission(前掲注 316 参照), para.3.11-3.13 & 1.4. 




























                                                          
327 Competition Authority, Submission(前掲注 316 参照), para. 3.15, Competition 



































a） 競争委員会は、2006 年競争法の 2A 編に規定する宣伝や広告等の名目によ
る値引き要求と「ハローマネー」の要求の各禁止について、私訴による懲罰
的損害賠償請求と取引停止の禁止措置を規定する立法措置を提案する。 
                                                          




























                                                          
329 前掲したⅡ.2.における（3）（4）（5）（6）を参照。 
330 CC,Order 2009（前掲注 2 参照），pp12-16. 






















                                                          

































の負の影響を問題にしたことが指摘できる（前掲Ⅳ. ２.  3）3-2）参照）。 








































































336 Ernst-Joachhim Mestmäcker, Der Verwaltete Wettbewerb (1984,Mohr) 
(Mestmäcker, Verwaltete と略称) S.283ff. 拙稿・利益強要【2】(前掲注 225 参照)
４頁。 
337 Bundeskartellamt, Sektoruntersuchng Milch,Zwischenberecht,Dezember 2009 

































                                                          


































































































































































                                                          
342 Daniel Zimmer, The goal of Competition law: to protect the opposite side of the 
market, in Zimmer (ed.), The Goal of Competition Law：The Fifth ASCOLA 
Workshop on Comparative Competition Law (Edward Elgar,2011) ( Zimmer, goal,
と略称). ツィンマー教授の見解については、以下の拙稿で比較的詳しく紹介した。
拙稿・酪農乳業、94 頁以下（前掲注 163 参照）。 




























































                                                          










































































ぜしめる 26 の行為を問題とした。 
ⅱ）この反競争性の問題点は、2008 年の競争委員会による市場調査報告でも確
認されている。そして反競争性の認定は、その市場報告の検討の根拠と規準
を示す 2002 年企業法 134 条 1 項における市場の競争についての妨害、制限
または歪曲の規定に基づく345。この企業法 134条 1項の実体要件にもとづき、
大規模スーパーと供給業者間の需要力行使による取引慣行と反競争的効果
の関係にたいし、英国 2008 年の市場調査報告は上記 26 の慣行の多くについ
て競争を歪曲するとした判断を導いた346。 








                                                          




















                                                          
347 前掲Ⅴ．1．1）1-2）ⅱ）参照。 
348 Mestmäcker, Verwaltete(前掲注 336 参照), S.70-71. 拙稿・利益強要[2](前掲注 225













べていたことが注目される。Mestmäcker, Verwaltete, S.70-71. 拙稿・利益強
要 [2] （前掲注 225 参照）19 頁及び同論文注 162 参照。Mestmäcker, 
Mißbrauch der Nachfragemacht und Möglichkeiten ihrer kartellrechtlichen 


































利益強要[2]（前掲注 225 参照），同頁を参照。 
  このことから、流通業者の需要力や交渉力といった力の要素について、その
濫用の場合も含めて、立ち入った考慮をはらう意図は希薄であると評される。 
349 前掲のⅤ.1．1)，1-2)，ⅱ)，注 323 を参照。Competition Authority, Submission(前






























                                                          
350 Hölzler &  Satzky, Wettbewerbsverzerrungen (前掲注225参照), S.36.  拙稿・利益強要


























                                                          
351 Consulting Paper（前掲注 314 参照），p.2. 
352 Competition Authority, Submission（前掲注 316 参照）, para.1.6, 3.2, 4.2. 
353 Competition Authority, Code 2009（前掲注 316 参照）, para.3.3, 3.6, Competition 
















































                                                                                                                                 
なリスクと予期せぬコストを供給業者に移す事態を防止することが目指されている。
CC, Order 2009（前掲注 2 参照）, Schedule 1,§§2-14 .CC, investigation 2008(前掲
注 260 参照), para.9.55。もしかかる慣行が是正されないのなら、需要力をもつ食品
雑貨スーパー間の競争にかかわる重要な副次的な効果として、消費者への損害をも
たらす。CC, investigation 2008（前掲注 260 参照），para. 9.5, 9.41. 
357 Davis & Reilly, Market（前掲注 137 参照），p.104. 
358 英国の企業、革新及び職業技能省による、審判官制の法案提出前審査手続きにおい
て、パブリックコメント募集の声明（2010 年 2 月）と同制度にたいする影響評価書
































d) かかる投資と革新にたいする悪影響は、2009 年 GSCOP における違反行為
の類型化の原型になった 2000 年競争委員会スーパーマーケット報告書の反競
争的効果の認定から、供給業者の競争機能を毀損するという評価がされる359。 
e)  供給業者の競争機能を毀損する反競争的効果をもつ行為は、2002 年企業法
134 条における市場の競争にかかわる歪曲の問題とされている。 
f)  この競争歪曲の効果は、消費者にたいし長期の視点で損害をもたらす（前
掲、Ⅳ．２．2） 2-4)及び注 356 参照）。 
ここで食品雑貨スーパーと供給業者間における過剰なリスク又は予期せぬ
コストの移転それ自体が問題とされるのではなくて、かかるリスクとコストの
                                                                                                                                 
なことであるが、かかる原因なくして、又は些細な根拠で支払いを保留するこ
とは、供給者に予期せぬコストを負担させる搾取の手段になる。BIS, 
Consultation（前掲注 69 参照），Evidence Base,para.24-28,CC, investigation 
2008（前掲注 260 参照），para. 9.40. 
359 前記のⅣ. 1.  2）2-2）で述べた以下の項目が、供給業者の競争機能を害するおそれ
がある。 
 (d) 不公正であり、不均衡な負担となるリスクを課すこと。 
 (e) 供給業者との契約条件について遡及的な変更を課すこと。 



































                                                          






府に答申した 2008 年市場調査（競争委員会）は、GSCOP と綱領審判官の制
度についてその理論的な基礎付けをしたものであった。食品雑貨スーパーを規






パーが供給業者におこなう 30 の慣行について 1973 年公正取引法 6 条 1 項 c
号における「競争の歪曲」の反競争性を認め、そのうちの 26 につき公共の
利益に反することをみとめた 。さらに競争委員会は、2008 年調査報告書に













                                                          






                                                          
362 Martin Coleman & Michael Grenfell, The Competition Act 1998, Law and 

















げられる。Coleman & Grenfell, Act 1998 para.4.38. 
ⅱ）次に、EU 競争法における競争の歪曲に関するとらえ方に対立があることは従前
の拙稿で紹介したが、ここでそれについてドイツにおける説明を簡単に再説す
る。拙稿・利益強要［2］（前掲注 225 参照）3 頁以下参照。 









が ド イ ツ に お い て 通 説 と 思 わ れ る 。 Lübig, Wiedmann,Handbuch des 































Europarecht, Bd 2, Europäisches Kartellrecht (Springer, 2006) Rdn. 515, 
Volker Emmerich, Kartellrecht (Beck, 2012), 12 Aufl. S. 70f,  
ⅳ）コールマンとグレンフェルは、英国競争法の競争の歪曲にかかわる解説におい
て、第一の輸出援助の事案を欧州共同体の決定から引用している。Coleman & 
Grenfell, Act 1998(前掲の本注 362 参照), para.4.38, note 53. Judgment of the 
Court (Fifth Chamber) of 20 May 1987. Association nationale des 
travailleurs indépendants de la batellerie (ANTIB) v Commission of the 
European Communities. Competition - Discrimination in the inland 
waterway transport sector in France. Case 272/85. COMMISSION 
DECISION of 10 July 1985 relating to a proceeding under Article 2 of 
Council Regulation (EEC) No 1017/68 applying rules of competition to 
transport by rail, road and inland waterway (IV/31.029 - French inland 
waterway charter traffic: EATE levy) (85/383/EEC) Ⅱ .A.4.para.47-51. 
































































も指摘されている。CC, Supermarkets, 2000 (前掲注 218 参照). para. 1.11, 
2.543, 2.544. 前掲Ⅳ.1.３）3-3）及び前掲注 251 参照。 
364 前掲Ⅳ．2．3），3-1）参照。 
365 この類型の慣行は GSCOP においてはその 14 条の「販売促進の発注のためとられる
しかるべき注意」に規定された。前掲Ⅱ.2.(5)参照。 




























































                                                          


























法 50 条における独占調査の規定に基づく368。さらに、2006 年に OFT は 2002
                                                          
368 Fair Trading Act 1973:（前掲注 11 参照）§50（Monopoly references by Director）
（http://www.legislation.gov.uk/の HP より入手）。前掲注 9 参照。その後この公正
取引法 50 条の独占状況にたいする調査は 2002 年企業法第 4 部に移された。Sandra 
Marco Colino, Competition Law of the EU and UK, 7th ed. (2011, Oxford) , 





                                                                                                                                 
ⅰ）この市場調査の結果が、GSCOP と審判官制度の創設を導いた点が重要である。 


















題が存しなければならない。R.Whish & D.Bailey, Competition Law, 7th, ed. 
(Oxford, 2012) (Whish, Competition Law と略称), p.469. 
ⅲ）さらに、OFT の市場調査にかかわる法令ガイドラインは、上記の 131 条にいう
付託のテストに合致するほかに、以下の規準をみたすことを求めている。 











との見解が主張されている。Colino,Competition Law (上掲参照), para.17.3, 
page339. これまで OFT が付託した事例の多くは、市場の特徴として黙示の共
同行為の問題及び並行的におこなわれた垂直協定が産業全体におよんでいる問
題があり、OFT の市場調査にかかわるガイドラインもそのことに触れている。










                                                          






げている。OFT, Competition law - Assessment of market power, Understanding 





















いとする見解に委員会は注目している。 3.Feb.1999, COMP IV/M.1221 ― 
REWE/Meinl, para.98-101 (L274/16-17).  

















                                                                                                                                 
に関する閾値で 30％の一括適用除外（Block Exemption Regulation）を規定してい
ることも、需要力の分析指標としての供給業者の取引先転換にともなう負担をしめ
す量的規準といえる。Guidelines on Vertical Restraints (Text with EEA relevance) 
(2010/C 130/01) (EUR-Lex の HP より入手), para. 72. See, Whish, Competition 
Law(前掲注 368 参照), p.38＆662. 
370 ドイツ GWB における濫用禁止の規制における市場力とその立証の緩和要件は、以
下のように規定されている。 Rainer Bechtold, GWB Kartellgesetz, 7Aufl. 
(2013,Beck), 


























                                                                                                                                 
位を利用する、いわゆる受動的差別を規定する。かかる禁止は、20 条 2 項にお
いて、従属的な関係にある事業者と事業者の団体にも適用されている。 
ⅲ）この従属的な中小事業者の推定規定について、その該当の有無が争われた数少





算を要求したというものである。受動差別禁止における旧 GWB20 条 3 項 2 文、




  以上のドイツ GWB における需要力濫用規制における中小事業者にたいする
立証負担の軽減等の試みについては、拙稿・ドイツ競争法制における「利益強








は、参照。拙稿・酪農乳業(前掲注 163 参照)、85 頁以下。 
372 2002 年企業法第 4 部の市場調査は英国に特徴的な規定であり、国内の競争法制度の





















CC, Supermarkets, 2000（前掲注 218 参照），para.11.10, 11.22. 前掲の Ⅳ .１．
1)を参照。 
 この点については、上記ドイツ GWB の受動的差別にたいする禁止にかかわり、大




17. Wahlperiode. 31. 05. 2012. Gesetzentwurf der Bundesregierung. Entwurf 
eines Achten Gesetzes zur Änderung des Gesetzes gegen Wettbewerbs- 





























                                                          











ることは、参照、後掲したⅤ. １. ６）6-2) におけるⅲ。 
  なお、当然違法を規定する GSCOP が、行動綱領の策定についてその基礎となった、
競争委員会による大規模スーパーと供給業者間の慣行の調査においては、競争の阻
害的な効果と競争促進的効果との利益考量がおこなわれていたことについては、以
下を参照、2000 年報告書の「公共の利益」の判断におけるかかる利益考量は、Ⅳ. １. 
３）,3-2)から 3-4） （特に注 304）、2008 年報告書においては、前掲Ⅳ．２．3）
3-4）（特に注 301 及び 302）を参照。 
需要力濫用規制の新展開―英国綱領審判官制度の検討 
193 



























                                                          


































































めている（3 条 3 項）。さらにリスク配分を取り決める事前合意によれば、遡
及的効果をもつ清算措置をとることもできる（3 条 2 項）。また一括の支払い
要求につき、品揃え協賛金では販売促進となる場合にそれを認めるなど（9





















                                                          




























































                                                          
382 CC,investigation 2008（前掲注 260 参照），para.11.306. 
383  かかるメストメッカーの所説は以下の拙稿でふれた。参照、拙稿・利益強要[2](前掲



























e）調査報告書（2000 年と 2008 年）は、過剰なリスクと予期せぬコスト負担
の移転の指標をもとに、その反競争的効果の推論を構成する。かかる指摘は、
自己の提供する給付にたいする反対給付について、取引相手たる違反行為者
                                                          














ⅴ）綱領規制の理論的基礎づけは 2000 年と 2008 年の報告書においてなされた。








































                                                          
385 GSCOP は 2013 年綱領審判官法により、審判官のエンフォースメントにかかる違反
行為を定める根拠法規として立法的承認を受けたものと考えられる。See,Act 2013




























































                                                          
386 すなわち、供給業者の投資と革新におよぶ負の影響、及び製品の多様性と品質改善
のベネフィットを消費者から奪うこととなる、供給者段階の市場における長期的な























される制度（system ensuring that competition is not distorted）」の保護、
すなわち健全な競争（undistorted competition）の保護を含むことである387。 
                                                          
387 議定書 27 号は、 
  「締約国は、EU 条約 3 条に定められた結合市場において競争が歪曲から保護さ
れ る 制 度 が 含 ま れ る （ ein System umfasst, das den Wettbewerb vor 
Verfälschungen schützt；  includes system ensuring that competition is not 
distorted）ことを考慮し、以下のことに合意した。この目的のため、EU は、必要
な場合、EU 機能条約 352 条を含む条約の規定の下で、行動を起こす。本議定書は、 
EU 条約および EU 機能条約に付属する」 














                                                                                                                                 
Wettbewerb, ABI. 9.5.2008 C115/201, 309. 翻訳は、以下を参照した。鷲江義勝編
著『リスボン条約による欧州統合の新展開―EU の新基本条約』（ミネルヴァ、2009
年）388 頁。 
388   a) 自由な競争の保護及び公正な競争の保護とならぶ健全な競争にかかわる保護
が、競争と法のシステムにおいて重要な競争の保護形態としてとらえられることに
ついて、ドイツとスイスの競争法と不正競争防止法の関連で学説の紹介をした以下
の拙稿参照、拙稿・利益強要[2] （前掲注 225 参照）、34 頁以下、39 頁以下。 
b) さらに議定書 27 号の健全な競争保護の要請と EU 競争法体系との一体的把握
から需要力濫用の規制がされるべきことを説くドイツのパラツケ（Anja Palatzke）
による業績競争概念にもとづく交渉力分析論は、以下の拙稿で検討した。拙稿・規
制理論（前掲注 313 参照）。Anja Palatzke, Nachfragemacht im Kartellrecht－
Bewährungsprobe für den More Economic Approch（Peter Lang, 2012），S.68f.  
  c) また、EU 競争法と加盟国の不公正取引法（Unfair Trade Law）からなる競争と法
のシステムにたいする規範的分析をしたカイルスビルク教授（ルーバンカソリック大学；
Katholieke Universiteit Leuven）が、議定書 27 号の健全な競争（undistorted competition）
保護にかかわる意義を以下のように論じている。すなわちかかる競争／法システムにおけ
る取引当事者間の取引先選択の自由が確保される要請について、有効競争を確保すること
でそれをみたす試みであるとされる。Bert Keirsbilck, The New European Law of Unfair 


































                                                          
390 参照、拙稿・利益強要[2](前掲注 225 参照)、44 頁。 
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(4) 以上のように、綱領審判官制度は、競争歪曲という 1998 年競争法と EU
競争法の実体規定の解釈を通じて、濫用行為の対象となった供給業者につい
て上流方向の市場における競争機能の保護がおよぶことを明らかにした。ま
た、EU 競争法の体系に連なる英国競争法の規制において、自由な競争の保
護と公正な競争の保護のほか、健全な競争の保護が、開かれた競争保護の体
系にとって重要であることを明らかにした。 
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さらに需要力の濫用行為それ自体のみでなく、その実効性確保手段である
取引停止の威嚇にともなう力の行使についても、競争法上の規制が必要であ
り、規制の根拠も競争法の理論に即して提示されうることを示した。 
これまで新自由主義ないしオルドーリベラリスムスの潮流に連なる競争
理論から批判されてきた行動綱領に関し、英国の綱領審判官制度において、
競争法上の体系的整合性を保ちながら濫用の競争阻害にたいする新たな規
制のアプローチが開拓されている。競争法の発展における、その歴史的な意
義が確認されるべきであると考えられる。 
 
